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５章　事業継続を見据えた行動と人事制度の整備の課題

―65歳越高齢者の分析から―

１節 課題設定

4章では、高齢者の能力発揮意欲を高める対策とその効果を検証した。能力発揮意欲とい

う変数は、いまの仕事で能力を発揮する意欲を尋ねており、高齢者の活性化を短期的な視点

で捉えている。他方で、高齢者の活性化には、事業継続という観点も欠かせない。なぜなら、

現役世代と比べて、高齢者はその企業に在籍する期間は短くなる可能性が高いからである。

事業を継続させるという視点に立てば、高齢者が退職した後のリスクを軽減することを視野

に入れた活用が求められる。

現場の管理職は、一年間や半年間など短期的で定めた期間内に、設定した業務目標を達成

しようとする志向が強い。なぜなら、これらの短期的な成果が彼らの評価に影響を与えるた

めである。他方で、4章でみたように、高齢者は「いま」の仕事で貢献するという志向をもつ。

そうなると、担当する仕事内容をめぐり、短期的な視点から成果を挙げたいという現場の管

理職と、いまの仕事を続けたいという高齢者との利害が一致し、事業継続の視点から高齢者

の仕事領域を設定する志向は弱まることになる。

そこで本章では、第1の課題として、事業継続を考えた行動を促すために、高齢者にどの

ような制度と社会的支援を適用することが望ましいのかを検討する。しかし、能力発揮意欲

を高めることと、事業継続を考えた行動との違いをみるために、2節では、両者の関係性を

捉えることにする。3節では、4章でみた対策や社会的支援と、その効果との関係を検証する。

4章と2節の検討から、能力発揮の意欲を高める対策と事業継続を考えた行動を促進する

対策を抽出できる。しかし、高齢者の活用現場において、65歳以降の高齢者を対象に、そ

の対策を実施することできるのであろうか。65歳を越えた高齢者に手厚い支援を行うには、

世代間の不公平感をなくす必要がある。先に結論を言えば、60歳代前半層の人事管理を整

備することによって、65歳以降への支援も拡充できると考えられる。3節では、65歳以降

の支援の状況と、60歳代前半層の人事管理との関係を検証する。5節では、4章と5章で明

らかになったことを整理し、結びとする。
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２節　事業継続を見据えた行動と能力発揮意欲

（１）事業継続を見据えた職務行動

事業継続を見据えた行動と、次節以降における対策の効果を検証するにあたり、最初に、

事業継続を見据えた行動、その内容を定める必要がある。本章では、前川製作所の高齢者ヒ

アリング結果 9から、上司の明確な指示によらず、事業の発展や継続性を斟酌し（経営者の

視点に立ち）、高齢者が先取りして、自らの役割範囲を決める行動を抽出した 10。

第1は「開拓」である。経営上重要な業務であるが、現役世代が希望しない事業を探索し、

その事業を選択する行動である 11。経営戦略と社内の経営資源を把握して、経営層、現役世代、

本人の三者共にメリットを享受できる役割を探し、仕事領域を決める行動である。第2は「す

みわけ」である。これは、担当する事業領域（配属先）が決まった後に、現役世代が担当し

ない課業を「見つけ」て、その課業を「担う」という行動である。管理職は、あらゆる状況

を見通し、適宜、新たに発生する、あるいはその可能性のある課業を部下に提示することは

困難である。それゆえに、状況に応じて柔軟に対応する従業員を必要とする。職場の円滑な

運営には、同僚の職務遂行能力や業務遂行状況を理解し、業務運営に必要な課業を探索して、

その課業を担当する「すみわけ」の行動が求められる 12。第3は「委譲」である。現役世代の

9 平成 25年 3月末日に確定した原稿をもとにしている。以下、前川製作所の記述における時点は同時点の事象であ
り、必ずしも現時点のものではないことに留意されたい。
10 Crant（2000）は、前向きな行動（Proactive）を、自主性をもって状況に働きかけ、好ましい環境を整える行動であること。
この自主性は、①組織使命と一貫し、②長い期間に焦点を当てること、③行動志向、目的志向であること、④障害に向
かうことで首尾一貫すること、⑤自己で始動し、先んじた行動であること、以上の 5つの特性を挙げている。
　また、上司からの指示ではなく、ボトムアップで業務領域を変化させる概念に、「Job craft」がある。Wzensniewski 
& Dutton（2001）は、個人が課業や職務の関係性の境界において作り出す物理的変化・認知的変化と定義する。変化 
する境界には、①課業の境界、②仕事における人間関係の境界、③認知的な課業境界の 3つに区分できるとしてい
る。これらの研究にはほかに、Bakker, Times & Derks（2012）; Berg, Wzesniewski & Dutton（2010）; Times, Bakker & 
Derks（2012）; 等がある。この高齢期において、プロダクティブエイジングを達成するには、ジョブクラフトする必要があ
ることを主張しているのが、Kooij, et.,（2015）である。Kooij,et.,（2015）は、生涯発達やサクセスフルエイジングの議論
を踏まえ、加齢により高齢者の動機づけや能力が変化するという視点から、要請される仕事と能力の適合を行うために、
ジョブクラフトの方法を示している。調整的クラフティング（例えば、障壁や社会的な需要を減らすこと、作業負荷を軽
減すること等）、発達的クラフティング（追加的な課業を含む仕事を増加させる、挑戦的・量的な仕事の需要を増やすな
ど）、利用的クラフティング（保有する知識や技能を活用することに焦点をあてる活動）、の 3種を挙げている。これらは
高齢者の能力を最大限に活用する点に注目する。他方で、高齢者は現役世代と比べて、期待できる就業期間は短くなる。
それゆえ業務遂行を高齢者に依存することは、事業継続のリスクを高めることになる。本章では高齢者の活用促進により
事業継続に支障を来さないように役割を設定し、従業員にもそれを求める点に着目する。高齢者と状況（周囲との関係
から仕事または職務領域を改変する行動）に注目し、事業が継続するように、高齢者がトップの意向、同僚の動向、上
司の管理・支援を見据えて、具体的に役割を採択する行為を列挙している。
11 例えば、A氏の事例である。急速な海外展開により、冷凍機械のオーバーホールを担当する人材が不足するなかで、
早期に養成することが経営課題であった。しかし、要員不足から、職場単位での育成が困難であること。更に、現
場の業務を志向する現役社員は育成業務の担当を志向しないこと。事業運営の効果的な方法と現役世代の志向を理
解し、A氏は、本社に新人を集めて研修をおこなう事業を立ち上げている。
12 例えば、A氏の事例では、研修事業の責任者は現役世代に任せ、自らは社内の説得・交渉業務、研修受講者・研
修担当者への動機づけ等の課業を担当している。事例の詳細は鹿生（2013）を参照のこと。また、業務範囲が指定
される高齢者であっても、役割を再認識し、その仕事のなかの課業の構成を、「職場の要請」にあわせて自主的に変
化させ、再構成している。例えば、保守・メンテナンスを担当する現場監督者の指導役として勤務する高齢者の場合、
指導領域を技術に限定せずに、現役世代の仕事ぶりにあわせて育成内容を自主的に組み替えている。更に、自らの
業務を育成役に限らず、現役世代の支援役として位置づけている。現役世代が休む時には、積極的に現場に赴いて
修理・メンテナンス業務も引き受けている。
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職務遂行能力にあわせて、高齢者が担当する仕事を移管する行動である。現在担当する仕事

を抱え込まずに、積極的に、その一部や全部を引き渡す行動となる。

（２）能力発揮意欲と委譲行動

労働条件や能力発揮意欲と委譲行動との関係をみたのが、図表5－1である。

高齢者が仕事を譲る行動をとる割合は、全体の18.7%となっている。職位別にみると、部

長相当が27.5%を占め、最も高くなっている。他方、一般の場合は16.4%と低い水準になっ

ている。担当業務レベルをみると、部長レベルが29.8%で最も高く、経営層や非正社員で低

くなっている。現在の職位、または担当業務レベルが高いほど委譲行動をとる傾向にある。

しかし、その行動をとらない人が、多くを占めている。

次に、能力発揮意欲との関係をみると、「十分に発揮しようとしている」人が委譲行動を

とるのは27.8%であり、「あまり発揮しようとしない」は6.3%となっている。発揮意欲が低

くなるに伴い、委譲行動をとらない高齢者が増加する傾向にある。しかしながら、発揮意欲

が高くても、委譲行動をとる割合は全体的には低く、委譲行動をとる高齢者は総じて少ない

ことがわかる。前章でみたように、短期的には発揮意欲を高めることが重要であるが、その

行動が事業継続を見据えた行動に直結しないことがわかる。

図表 5－ 1　職位、能力発揮意欲別、委譲行動
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とが推測される。この理由は、能力の発揮意欲を高める対策には、「いま」の仕事で役割を形
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いる。更に、自らの業務を育成役に限らず、現役世代の支援役として位置づけている。現役世代が休む時には、
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ある なし 無回答 合計

合計 (N=1981) 18.7% 78.2% 3.2% 100.0%

現在の役職 部長相当（N=236） 27.5% 70.8% 1.7% 100.0%
次・課長相当（N=204） 26.0% 70.6% 3.4% 100.0%
係長・主任相当（N=113） 17.7% 78.8% 3.5% 100.0%
一般（N=1411） 16.4% 81.1% 2.5% 100.0%

現在の雇用形態 正社員（N=326） 19.6% 77.3% 3.1% 100.0%
非正社員(N=1625） 18.8% 78.7% 2.5% 100.0%

現在の担当業務レベル 経営層（N=19） 5.3% 89.5% 5.3% 100.0%
部長レベル（N=252） 29.8% 67.1% 3.2% 100.0%
次・課長レベル（N=313） 28.4% 69.0% 2.6% 100.0%
係長・主任レベル（N=273） 24.5% 72.2% 3.3% 100.0%
一般職レベル（正社員）（N=623） 16.4% 80.4% 1.8% 100.0%
非正社員（パート、アルバイト契約社
員）レベル（N=462）

7.1% 90.0% 2.8% 100.0%

現在の能力発揮意欲 十分に発揮しようとしている（N=812） 27.8% 70.8% 1.4% 100.0%
まあまあ、発揮しようとしている
（N=1009）

13.5% 85.2% 1.3% 100.0%

あまり、発揮しようとしない（N=111） 6.3% 90.1% 3.6% 100.0%
全く、発揮しようとしない（N=4） 0.0% 100.0% 0.0% 100.0%

事業継続を見据えた行動を促すには、意欲向上に向けた支援と異なる方法を必要とするこ

とが推測される。この理由は、能力の発揮意欲を高める対策には、「いま」の仕事で役割を

形成し、維持することが求められ、他方で、事業継続を見据えた行動は、自らの仕事領域（課

業の組み合わせ）の一部または全部を変えることを求めるという違いがあるからである。
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３節 事業継続を見据えた行動と対策との関係

１．制度や社会的支援による対応

「開拓」・「すみわけ」・「委譲」の行動は、「いま」の仕事で成果を高めながら、「いま」の

仕事を将来にわたって続ける行動ではない。「いま」担当する仕事領域の一部を改変、または、

そのすべてを変える行動である。このため、高齢者がその行動を選択するには、4章で示し

た対策（いまの仕事で意欲を高める）よりも、強度のある対策が必要になることが想定され

る。

具体的には、2つの対策が求められるといえる。第1は、利益の取得である。事業継続を

見据えた行動の採択により、高齢者が何らの「報酬」（外的報酬）を得られるようにする方

法である。例えば、金銭的な報酬や、継続的な取引関係の機会、勤務時間や場所の裁量といっ

た、勤務の自由度という金銭的な報酬以外の報酬を獲得することが挙げられる。

第2は、行動の支援である。報酬の提供により、高齢者がその行動を選択する意志があっ

ても、行動をとる職場環境が整備されていなければ、その選択意志は減退してしまう。仕事

領域を変えるには、それを支援する仕組み、例えば、新たな技能を獲得するための機会（教

育訓練）も必要であろうし、配属先を自己申告できる仕組み、独立・開業支援など他の仕事

への転進を支援する仕組み（配置転換・転進支援）、職務行動を承認・調整する仕組み（人

事評価）も必要であろうと考えられる。

また、その行動を支援するには、現場レベルで個別対応しながら、行動を調整することも

必要になる。その支援内容を、支援する対象という視点から言えば、高齢者本人に働きかけ

る対策（直接支援）と周囲が協力する環境を整える対策（間接支援）の2つに区分できる。

4章でも示したが、前者の直接支援は、職務行動に直接関わる支援（役割道具的支援）、期

待役割の伝達・評価を通じて行動の調整をおこなう支援（役割承認支援）、仕事範囲を決め

るときの判断材料とする情報を提供する支援（役割情報支援）がある。また、役割を作るこ

とに直接影響を与える支援ではないが、働く意欲を根底で支える精神的な支援として、上司

と相談する機会（情緒的支援）を設ける対策がある。他方、後者の間接支援は、高齢者が事

業継続を意識した行動をとれるように、職場の同僚や職場全体に働きかける支援である。職

場の課題や状況を抽出しやすくし、対策を実現する効率性（時間、実施内容）を高める支援

である。1つは情報面の支援（情報共有化）であり、他方は、職場内の協力関係を構築する

支援（活用周知・指導）である。

本章では、4章で示した対策を検討するが、それを類型化すると以下のとおりである。

●外的報酬系

　　制度対応：金銭的刺激策／継続的な取引関係の機会

　　支援対応：勤務時間・場所の裁量（自由度）

●業務支援系　
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　　制度対応：教育訓練／人事評価／配置転換・転進支援

　　支援対応： 情緒的支援／役割道具的支援／役割承認支援／役割情報支援／情報共有化

／活用周知・指導

２．データセット

4章と同様に、『60歳以降の人事管理と人材活用に関するアンケート調査』（以下、「本調査」

と記述する）のうち、65歳越高齢者の状況を尋ねた設問を用いる。無回答を除いたデータ

は1866件である。

対象者の平均年齢は67.6歳（S.D＝2.46、無回答5件を除く）である。性別は、男性が

88.0%、女性11.8%、無回答は0.1%である。平均勤続年数は23.5年（S.D＝15.7、無回答5

件を除く）である。現在の雇用形態は、正社員が16.6%、非正社員83.4%という構成になっ

ている。　

３．変数の作成

（１）被説明変数

被説明変数は、前項で示した「開拓」「すみわけ」「委譲」の3つの行動を用いる。

第1の「開拓」は、配属先の事業を選択するときに現役とのすみわけを意識した行動である。

経営戦略上、優先度が高いものの、現役世代による積極的な関与が見込めない事業を選択す

る行動である。調査項目のうち、配属先を決めるとき、「現役世代の積極的関与が見込めな

い事業（配属先）を志願している」、「将来、経営にとって重要そうな事業（配属先）を志願

している」の各項目について、各々該当すれば1点、該当しない場合には0点とするダミー

変数とし、その合計点を用いる。

第2の「すみわけ」は、配属後の仕事において、現役社員とのすみわけを意識した行動で

ある。調査項目のうち、配属後、職場の中で「現役世代が希望しない仕事を進んで引き受け

ている」、「現役世代にとって重要度の低い仕事を進んで引き受けている」、「現役世代が見過

ごしている仕事を進んで行っている」、「現役世代が能力面で担当できない仕事を進んで行っ

ている」の各項目について、各々該当すれば1点、該当しない場合には0点とするダミー変

数とし、合計点を算出している。

第3の「委譲」は、担当している業務を抱え込まずに、現役世代に譲る行動である。調査

項目のうち、「今担当する仕事のうち、現役世代の成長につながる仕事を積極的に委譲して

いる」について、該当すれば1点、そうでない場合には0点とするダミー変数である。

（２）統制変数と説明変数

統制変数と説明変数は、4章と同じ変数を用いる。なお、統制変数の説明は省略する。説

明変数は前項で示したとおり、制度を用いた対応と社会的支援の2つを用いる。

①制度対応
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制度を用いる対応は、5つの変数を用いる。

（a）「制度（賃金制度の工夫）」は、金銭的な刺激策である（報酬系）。調査項目のうち「昇

給または降給がある賃金制度」、「個人業績・成果を反映する賞与等の支給」、「退職時に退職

金・奨励金の支給」、「世間相場よりも高い給与額の設定」の各制度に該当する場合は各々 1点、

該当しない場合は0点とするダミー変数を作成し、合計点を算出している。

（b）「制度（評価制度の実施）」は、評価を通じて、高齢者の職務行動や業績を把握し（モ

ニタリング）、面談を通じてフィードバックし、目標を達成に向けた行動を促す仕組みであ

る（業務支援系）。調査項目のうち、「目標管理・人事評価制度の実施」に該当する場合は1点、

該当しない場合は0点とするダミー変数を用いる。

（c）「制度（研修機会の提供）」は、教育訓練機会の提供である（業務支援系）。「意識改革

のための研修」、「スキルを高める研修機会の提供」「職業生活設計・キャリア設計の研修」

の各制度に該当する場合は各々 1点、該当しない場合は0点とするダミー変数を用い、合計

点を算出している。

（d）「制度（配置転換機会）」は、同じ企業や部署での雇用を前提とする対策であり、将来

的に希望する進路を選択できる可能性があるシグナルを発信する仕組みである（業務支援

系）。調査項目のうち、「配属先の自己申告」、「独立・開業支援」の各制度に該当する場合は

各々 1点、該当しない場合は0点とするダミー変数を作成し、合計点を算出している。

（e）「制度（継続的関係機会）」は、雇用契約の継続を前提としないが、当該企業との取引

関係や人的つながりを保つ機会を与えて、職務を変更する行動をうながす仕組みである（報

酬系）。調査項目のうち、「雇用契約から請負契約・顧問契約等への取引への転換」、「雇用終

了後、単発・短期で依頼する取引への転換」、「定年退職者向けのOB会OG会への参加機会」

の各制度に該当する場合は各々 1点、該当しない場合は0点とするダミー変数を作成し、合

計点を算出している。

②社会的支援による対応

社会的支援は大きく7つを用いる。

（a）「情緒的支援」は、相手を信頼し、心のよりどころを提供する支援である（業務支援系）。

調査項目のうち、「仕事上の要望や不満を聞く機会を設けている」に該当する場合は1点、

該当しないを0点とするダミー変数を用いる。

（b）「勤務時間・場所の柔軟対応」は、柔軟な働き方の裁量を与える支援である（報酬系）。

「体調や要望に応じて勤務時間や配属先を変更している」に該当する場合は1点、該当しな

いを0点とするダミー変数を用いる。

（c）「役割道具的支援」は、人事担当者や上司による指導や内省機会、新たな仕事を創る

機会を通じて、新たな役割を探索し、役割を獲得する支援である（業務支援系）。調査項目

のうち、「業務のやり方や進め方を支援・助言・指導している」、「事業構想や業務提案を実

現できる機会を設けている」、「現役世代との接し方・指導方法の助言や指導をしている」、「自
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らの能力を発揮する方法を考えてもらっている」の各々に該当する場合は1点、該当しない

場合は0点とするダミー変数を用いて、合計得点を算出している。

（d）「役割承認支援」は、期待される役割と評価により、職務範囲の調整を支援する対策

である（業務支援系）。調査項目のうち、「日常的に職場で求めている役割を伝えている」と

「仕事ぶりや成果に関わる評価を伝えている」の各々に該当する場合は1点、該当しない場

合は0点とするダミー変数を用いて、合計得点を算出している。

（e）「役割情報支援」は、高齢者が自らの役割を探索し、調整するときの基準となる情報

を伝える支援である（業務支援系）。調査項目のうち、「経営層と面談機会を設けている」、「会

社の経営方針や事業戦略を伝えている」を用い、各々に該当する場合は1点、該当しない場

合は0点とするダミー変数を用いて、合計得点を算出している。

（f）「情報共有化」は、課題抽出と対策実現の効率性を高める支援のうち、情報の流れを

円滑にする支援である（業務支援系）。調査項目のうち「上司は職場の人間関係に配慮して

いる」、「上司はメンバー全体で業務契約や業務の進捗状況、課題に関する情報の共有を進め

ている」を用いて、各々に該当する場合は1点、該当しない場合は0点とするダミー変数を

用い、合計得点を算出している。

（g）「活用周知・指導」は、課題抽出と対策実現の効率性を高める支援のうち、業務指導

を通じて協力関係を構築する支援（業務支援系）である。調査項目のうち、企業が期待する

役割を高齢者が発揮できるように、同僚や上司に直接働きかける支援である。「役割や業務

特性（業務の進め方や業務達成方法等）を職場全体に周知している」、「会社が上司にマネジ

メント方法の助言、指導をしている」、「同僚に（高齢者との）仕事の進め方・指導の受け方

を助言、指導している」を用い、各々に該当する場合は1点、該当しない場合は0点とする

ダミー変数を用いて、合計得点を算出している。
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４．分析結果

変数間の相関分析をおこなったのが、図表5－2である。「開拓」行動について、制度や

支援と相関があるのは、賃金制度の工夫（r＝0.128）と役割道具的支援（r＝0.126）、役割

情報支援（r＝0.114）となっている。「すみわけ」行動は、役割道具的支援（r＝0.229）や

活用周知・指導（r＝0.194）、役割承認支援（r＝0.191）、役割情報支援（r＝0.171）、情報

共有化（r＝0.158）、賃金制度の工夫（r＝0.127）と、概ね社会的支援と弱い相関関係がある。

社会的支援のうち、高齢者や職場に働きかけて、直接的に高齢者の役割を作る支援との相関

が他と比べて強くなる傾向がある。「委譲」行動は、役割情報支援（r＝0.211）や活用周知・

指導（r＝0.195）、情報共有化（r＝0.167）、賃金制度の工夫（r＝0.157）、役割道具的支援（r

＝0.148）、役割承認支援（r＝0.135）、との間に弱い相関がある。委譲行動は、高齢者と職

場のメンバー間の関係（情報やコミュニケーション頻度）を強める支援と、相対的に強く関

係することがわかる。

図表 5－ 3　制度や支援と職務行動
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β t値 β t値 Exp(B） Wald
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統制変数 職種（専門・技術） 0.023 0.749 0.052 1.776 1.204 0.929
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次に、職務行動と制度や支援との関係をみたのが、図表5－3である。「開拓」行動と正

の関係にあるのが、賃金制度の工夫、継続的関係機会、勤務時間・場所の柔軟対応、役割道

具的支援となっている。そのうち、役割道具的支援や賃金制度の工夫との関係が相対的に強

くなっている。「すみわけ」行動は、相対的に強い関係にあるのが、役割道具的支援、役割

承認支援、活用周知・指導、勤務時間・場所の柔軟対応、継続的関係機会となっている。最

後に「委譲」行動と相対的に強い関係にあるのが、活用周知・指導、情報共有化、役割情報

支援となっている。

５．解釈

事業継続を見据えた行動（開拓とすみわけと委譲）のうち、下位項目によって、正の関係

がある制度や支援の内容が異なっていた。「開拓」行動の場合、外的報酬系に類する制度（賃

金制度の工夫、継続的取引機会の提供）や支援（勤務場所や時間の柔軟対応）と正の関係が

あり、制度面では能力を高めて対応する「教育訓練機会」や役割を保全・調整する機能をも

つ「人事評価」といった業務支援系の対策とには、統計上有意な関係は見られなかった。「開

拓」行動は、経営戦略や経営資源を念頭に置き、企業や現役世代の利益を損ねることなく、

自らの役割を探し、決める行動である。いわば、「いま」担当する仕事から、他の仕事に転

換する行動である。「いま」の居場所を捨てる行動であるため、その対価として、「いま」（金

銭面の報酬、勤務時間・場所の自由度）から、「これから」の将来にも獲得できる、長期間、

獲得できる外的報酬（取引関係の継続機会）の誘因が必要になると考えられる。

他方、社会的支援のうち、「開拓行動」と正の関係があった業務支援系の項目は、高齢者

の役割形成に介在する支援であった（役割道具的支援）。この行動は、周囲からの協力を得

ながら、現場単位（メンバー間）で現役世代との水平的な関係において仕事領域を微調整す

る行動ではない。配置転換により、仕事内容が大幅に変わる可能性がある。職場内における

仕事内容の摺合せよりも、経営層や管理職との垂直的な関係に基づいて、仕事領域が確定す

る。このため「開拓」行動は、仕事内容を直接的に経営層や管理職と調整できる支援とに、

正の関係があったものと考えられる。

「すみわけ」の行動は、「開拓」行動と異なり、配属された職場において同僚の動向をみな

がら仕事領域を変える行動となる。外的報酬系と行動との関係をみても、金銭的な刺激策と

は統計的に有意な関係はなく、いまの仕事で裁量を与えること（勤務時間・場所の柔軟対応）

や、将来の仕事を確保する（継続的取引関係）対策との間に、正の効果があった。開拓行動

とは異なり、すみわけ行動は、いまの仕事を「大幅」に変更することを求めない。金銭的な

対策という短期的に刺激の強い誘因ではなく、いまの仕事を基礎に、そこから付加的に与え

られる報酬である働き方の自由度や、いまの仕事に雇用関係とは異なる形態で関与できる機

会という、自らが望む働き方を続ける誘因に効果があるものと考えられる。

また、業務支援系をみると、制度面では正の関係のある対策はない。社会的支援において
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は、強度に差はあるが、役割道具的支援、役割承認支援、役割情報支援、情報共有化、活用

周知・指導のすべてに正の関係がある。特筆すべきは2つある。

第1は、間接支援の効果である。高齢者に直接働きかける支援に限らず、周囲からの協力

を確保する間接支援にも効果がある。すみわけは、例えば、同僚の業務遂行能力や業務の進

捗状況など、同僚との関係性を踏まえて仕事領域を変える行動である。このため、同僚から

も高齢者に働きかけるという、同僚と高齢者間の相互作用を促進する対策も効果があると考

えられる。

第2は、仕事内容への支援である。役割道具的支援（高齢者）と活用周知・指導（同僚・

管理職）との関係が、他の支援と比べて相対的に強くなっている。具体的には、高齢者には

情報提供や承認支援という周辺的な支援ではなく、高齢者には仕事内容に直接関わる支援

と、同僚や管理職には高齢者の仕事内容・特性を理解し、高齢者の仕事内容に影響を与える

支援に、特に高い効果が見られた。すみわけには相互関係の構築が必要となるが、それには

高齢者や現役世代の各々が他方の職業経験や職業能力、現在の期待役割やキャリア形成の方

針を理解することが求められる。職場は、年齢や職業経験が異なる人たちから構成されるこ

とが多い。年齢や職業経験が異なると、職業能力や仕事上の課題、キャリア形成の展望など

を他者が理解することは難しくなる。両者に介在し、情報を翻訳する役割が必要となる。相

互関係を構築する必要がある「すみわけ」行動を促進するには、第1の間接支援の効果とあ

わせ、高齢者と職場の上司や同僚の両者に対して、高齢者の仕事内容に直接関与する対策に

効果があるものと考えられる。

「委譲」の行動は、報酬系では、賃金制度の工夫と継続的関係の機会と正の関係がある。

委譲行動は、みずからの役割や仕事を職場から失わせる行動となる。このため、開拓行動と

は異なり、いまの仕事から自由度がある誘因には効果がなく、いまの仕事を失っても、その

損失を短期的（金銭的報酬）・中期的（雇用関係を離れても仕事上の取引関係や人的つなが

りを維持できる機会）に（一部）補填できる誘因に効果があると考えられる。

業務支援系の結果を見ると、社会的支援の項目と相対的に強い正の関係があった。正の関

係がある業務支援内容をみても、高齢者に直接働きかける支援よりは、同僚との関係構築を

強化する支援に効果がある。仕事を譲る作業は、他者があってはじめて成立するものである。

譲る方と譲られる方の両者の関係を緊密にする必要がある。委譲する側の高齢者は受け手の

状況（職務遂行能力や仕事の進捗状況）を理解し、他方で仕事を引き取る現役世代は、高齢

者から学ぶべき点を理解しておく必要がある 13。意思疎通を図る関係性があってはじめて、

13 前川製作所の管理職であるB氏（サービスメンテナンス業務）は高齢者に期待する役割の一つに現役への指導がある
とし、それを高齢者や現役世代に認知させるため、3点の工夫を行っている。第1は、仕事の進め方の工夫である。案件を
処理する場合、高齢者と若手を組みあわせて現場に派遣している。指導現場も、事業所内に限らず、必ず現場でも指導す
るように高齢者に依頼している。業務処理を通じて、指導も高齢者の期待役割に含まれることを実感させる。第2は、雰囲
気作りである。現役世代が仕事を依頼しやすい環境を作ることを心がけている。営業所に同席する時間は短いため、就
業後に短時間でコミュニケーションを図る機会を設けている。第3は、現役世代への助言である。B氏は若手社員に対し、
①高齢者から何を学ぶべきか、②高齢者からどのように聞けばよいのか、といった指導の受け方も教えている。
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両者が成立する。このため、関係性を構築する支援に相対的に強い正の効果があるものと考

えられる。

４節 支援体制を整備するために

4章と5章3節において、能力発揮意欲や事業継続を見据えた行動と関係のある制度や支

援を検討してきた。経営者や人事担当者、あるいは現場の管理職がこれらの行動を導くため

に講ずべき対策がわかっていても、対策を実行に移せるとは限らない。他の年齢層から納得

を得られないために、対策をおこなえないこともある。仮に、60歳代後半以降のみに手厚

い支援をしており、他方で他の年齢層の活性化対策が停滞していれば、他の年齢層からの納

得性は低くなり、彼らのやる気が引き下がる可能性もある。60歳代前半層の人事制度が整

備されてはじめて、60歳代後半層以降の高齢者の能力発揮意欲を向上させ、事業継続を見

据えた行動を促す対策を講じることができると考えられる。そこで4節では、60歳代前半層

の人事制度の整備状況と、65歳越高齢者の対策との関係を見ていくことにしたい。

65歳以降の高齢者に適用される制度の実施状況と、60歳代前半層の人事管理制度の導入

状況との関係をみたのが、図表5－4である。65歳越高齢者に適用される制度とは、賃金制

度の工夫、評価制度の実施、研修機会の提供、配置転換機会、継続的関係機会とし、いずれ

か一つでも適用されていれば「制度適用あり」、いずれも適用されていなければ「制度適用

なし」に区分している。

「制度適用なし」と比べて、「制度適用あり」では、「昇給」（「制度適用あり」28.5%、「制

度適用なし」14.5%、相対比率1.97倍）で高くなり、次いで、希望する仕事を申告する仕組

み（同36.1%、24.8%、1.46倍）、自己啓発支援（同44.7%、32.2%、1.39倍）、働き方の希

望を申告する仕組み（同46.3%、34.5%、1.34倍）、人事評価（同66.5%、50.1%、1.33倍）、

人事部門とキャリアを相談する機会（37.1%、27.9%、1.33倍）となっている。昇給のある

賃金制度や、人事管理領域のうち、4章でも見たようにキャリア自律に向けた支援の導入割

合が高くなっている。
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図表 5－ 4　制度適用の有無別、60歳代前半層の人事管理施策の導入状況図表 5－4 制度適用の有無別、60 歳代前半層の人事管理施策の導入状況  

 

  

 次に、65 歳越高齢者に適用される支援の実施状況と、60 歳代前半層の人事管理の導入
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情緒的支援、勤務時間・場所の柔軟対応、役割道具的支援、役割承認支援、役割情報支援、
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 「支援なし」と比べて、「支援あり」では、特に人事部門とキャリアを相談する機会の割
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次に、65歳越高齢者に適用される支援の実施状況と、60歳代前半層の人事管理の導入状

況との関係をみたのが、図表5－5である。65歳以降の高齢者に適用される制度とは、情緒

的支援、勤務時間・場所の柔軟対応、役割道具的支援、役割承認支援、役割情報支援、情報

共有化、活用周知・指導の支援のうち、いずれか一つでも適用されていれば「支援あり」、

いずれも適用されていなければ「支援なし」に区分している。

「支援なし」と比べて、「支援あり」では、特に人事部門とキャリアを相談する機会の割合

が高くなっている（「支援あり」は35.6%、「支援なし」16.7%、相対比率2.13倍）。次に、「昇

給」（同23.8%、15.4%、1.55倍）、働き方の希望を申告する仕組み（同43.0%、29.9%、1.44

倍）、自己啓発支援（同41.0%、29.4%、1.39倍）となっている。上記の制度の有無と同様

の傾向が見られるが、特に、人事部門によるキャリアの相談機会を設ける割合が高くなって

いる。
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図表 5－ 5　支援適用の有無別、60歳代前半層の人事管理施策の導入状況図表 5－5 支援適用の有無別、60 歳代前半層の人事管理施策の導入状況  
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図表5－4と図表5－5を踏まえると、65歳越高齢者の制度や支援の適用状況と、60歳代

前半層を対象とする人事管理の個別政策の導入状況には、正の関係がある。特に、制度導入

はキャリア自律への支援と、社会的支援は人事部門とのキャリア支援の実施との関係が見ら

れた。65歳以降に制度適用や社会的支援を選択する企業では、60歳代前半層にも人事管理

の充実を図っている。60歳代前半層と後半層以降を比べると、前半層の方が人員数は多い

ため、制度導入による費用対効果は前者の方が高くなると考えられる。60歳代前半層の人

事制度の整備をせずに、65歳以降の高齢者向けに制度設計や支援を拡充するという選択は

考えにくいことから、60歳代前半層向けの人事制度の整備があってはじめて、65歳以降の

支援も拡充できると考えられる。

65歳以降の個別対策も自然体で対応できるものではない。4章や本章3節までに検証した

ように意識的に支援をおこない、かつ同時に、60歳代前半層の人事管理施策の整備が求め

られる。

５節 まとめ―４章・５章を総括して―

人事担当者による65歳以上の高齢者の活用評価を通じて、4章では能力を発揮する意欲、

5章では事業継続を意識した行動を促す対策を検討してきた。この検討から明らかになった
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ことは、3点である。

第1は、能力発揮意欲である。高齢者の能力を最大限に活用する職場では、上司による支

援を基礎として、職場全体が高齢者の能力発揮を支援するという関係になっている。更に、

能力発揮意欲を高めるには、賃金や能力など新たに資源を獲得する対策に効果はなく、「い

ま」の仕事で活躍できるように、役割の承認支援を通じて「いま」の仕事を保障する内容の

社会的支援に効果があった。

第2は、事業継続を意識した行動を促進する対策である。意欲向上を図っても、必ずしも

事業継続を意識した行動を引き出すことはできない。この理由は、前者は「いま」の仕事を

持続して居場所を作ることが前提となっていること、後者はそれと異なり、「いま」の仕事

の領域の一部または全部を変えることが前提となっているためと考えられる。後者を意識し

た行動のうち、「開拓」の行動は、外的報酬系に類する制度（賃金制度の工夫、継続的取引

機会の提供）や支援（勤務場所や時間の柔軟対応）と関係があり、社会的支援では高齢者の

役割形成に直接関与する支援内容と正の関係にあった。「すみわけ」の行動は、「開拓」の行

動と異なり、配属された職場において同僚の動向をみながら仕事領域を変える行動となる。

外的報酬系と行動との関係をみても、金銭的な刺激策とは統計上有意な関係はなく、いまの

仕事で裁量を与えること（勤務時間・場所の柔軟対応）や、将来の仕事を確保する（継続的

取引関係）対策と、正の効果があった。また、業務支援系をみると、社会的支援においては、

強度に差はあるが、役割道具的支援、役割承認支援、役割情報支援、情報共有化、活用周知・

指導のすべてと、正の関係があった。「委譲」の行動は、外的報酬系では、賃金制度の工夫

と継続的関係の機会と正の関係があり、社会的支援と相対的に強い正の関係がある。業務支

援の内容をみても、高齢者に直接働きかける支援よりは、同僚との関係構築を強化する支援

に効果があった。

第3は、65歳以降の高齢者の活用を推進するにあたり、この年齢層のみの支援は困難とな

る。この理由は、60歳代前半層からの納得性を担保できないためと考えられる。60歳代前

半層の整備があってはじめて、65歳以降の支援に着手できる。

本章は人事担当者からの評価をもとに高齢者の行動を分析してきた。他者評価の場合、高

齢者の行動を客観的に判断できる利点がある。しかし、評価者は上司ではないことから、高

齢者の日々の行動を観察していない場合もあり、高齢者の行動を十分に把握できていない可

能性もある。これには、高齢者本人や管理職視点の行動評価を捉える必要がある。これらは、

今後の課題である。

（大木栄一、鹿生治行）
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